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平成１５年４月９日

第１次中期経営計画

株式会社日本ユニパックホールデイング

代表取締役社長　三好孝彦

Move  UP
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プレゼンテーションの内容

（1）中期経営計画の概要

（3）持続的な利益成長を目指して

（2）主要連結会社の中期経営計画

2
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より速く
・事業再編効果の早期実現

より強く

中期ビジョン（H15～H17年度）

・生産体制再構築の推進

・連結有利子負債残高７,０００億円以下

・生産性向上１０％以上

（平成１４年１１月２８日発表）

より高く・連結経常利益１,０００億円以上

3
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生産体制再構築の加速

    ８台停機　　 （▲３７万ｔ/年）洋紙

    ３台停機 　　（▲２６万ｔ/年）板紙

    ２台停機 　　（▲　４万ｔ/年）家庭紙

－より速く

・抄紙機 １３台停機 　　（▲６７万ｔ/年）

・停機抄紙機数

   H15年度   H15年3月    H16年度   H17年度
紙・板紙稼動率

 ９６％　（＋８％）
２台 ４台 ５台 ２台

抄紙機停機ｽｹｼﾞｭｰﾙ
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286億円

540億円

810億円

380億円

1,000億円

１３年度実績 １４年度見込 １５年度計画 １６年度計画 １７年度計画

売上金額は横這い

620億円

5

Move UP to 1000

連結経常利益１,０００億円 －より高く
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経常利益増減益要因（H14対H17年度）

（億円）

原価改善再構築 労務費 金利他

経常利益増減計

７０１２０ ６０

６２０（Ｈ１４見込３８０ → Ｈ１７計画１,０００億円）

１４０ ２１０

原材料費

６００

（１）コストダウン

小計

６０▲１４０１００ ２０

小計製品構成 償却費原材料費
（市況要因）

（２）その他増減要因

特別損失の織り込み（参考）

約３００億円：／３年間－設備集約、事業整理に伴う損失

生産体制
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生産性１０％向上

16,900

5,000

10,000

15,000

0

（人）

Ｈ１４年度末Ｈ１４年度末 Ｈ１７年度末Ｈ１７年度末

正規

20,000

25,000

15,200
500

1,000

1,500

0

2,00023,800

その他

▲2,300

（人）

再構築

1,000

省力化工事

管理一元化

請負

6,900 6,300

－より強く

21,500

1,300

※H15年度新規連結会社を含む

※
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１５／４見込（参考） １８／３末計画

8,900億円

4,000億円

17,200億円

D／E比率

株主資本比率

差　異

6,700億円

4,700億円

15,500億円
総資産

有利子負債
残高 ▲2,200億円

▲1,700億円

＋700億円株主資本

２．１ １．３ ▲０．８

２３．３％ ３０．３％ ＋７．０％

有利子負債残高７,０００億円以下 －より強く
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経常利益
収入 減価償却費

支出

配当金等（安定配当を継続）

税金納付

有利子負債削減

資金収入計

資金支出計

２,３５０億円
２,４００億円

４,７５０億円

４,７５０億円

２,２００億円

４００億円

３００億円

9

３年間の資金収支 (平成15年度～17年度）

設備投資額 １,８５０億円

※

※税務上の損失実現影響を含む
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経常利益

平成14年度
見込み

平成17年度
計画

ＲＯＥ

ＲＯＩＣ

ＲＯＡ

０.９％

（３.３％）（売上高経常利益率）
３８０億円

３.０％

１１％

　９％

　７％

　（８％）

１,０００億円

３.９％

10

グループ財務指標

＜参考＞
売上高

営業利益

１２,０００億円

１,０６０億円

１１,６００億円

４８０億円
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会社別経常利益計画

日本製紙

日本大昭和板紙

その他連結会社

グループ計

※１

（億円）

９５

１,０００

１５

４０

３０

４５

７５

※１：日本大昭和板紙は連結ベース、その他会社は単体ﾍﾞｰｽ

Ｈ１７計画

クレシア

日本紙パック

日本製紙ケミカル

日本製紙木材

７００

連結会社

－傘下子会社の収益力強化
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経営ｼｽﾃﾑの強化

グループガバナンス機能の強化と執行機能の分離

－中期経営計画を強力に推進

日本ユニパックホールディング

強化する機能強化する機能

各社トップ人事、処遇

中期経営計画の推進

業績管理、監査

資金の一元管理

成長戦略の立案

グループガバナンス機能
スリム化した新組織スリム化した新組織

社　長

    Ｉ  Ｒ  室 戦略推進室

（日本製紙のスタッフを活用）

日本大昭和板紙日本大昭和板紙日　本　製　紙日　本　製　紙
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プレゼンテーションの内容

（1）中期経営計画の概要

（3）持続的な利益成長を目指して

（2）主要連結会社の中期経営計画

13
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経常利益

平成17年度計画

（売上高経常利益率） 　（１０％）
７００億円

14

新生「日本製紙」の中期経営計画目標

基本方針

「合併効果の極大化と次なる発展への布石」

（1）生産体制再構築の推進

（2）合併効果の実現

（3）販売力の強化

SpeedSpeed

SimpleSimple

SynergySynergy
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生産体制再構築の推進（1）

工場立地の優位性を最大限活用

コスト競争力のある工場への徹底した生産集約

新聞用紙

上級紙系

塗工紙系

・岩沼工場への傾斜生産を強化

・古紙入りＰＰＣ：小松島　→　鈴川工場他

・フォーム用紙： 鈴川　→　岩国工場

勿来

伏木伏木

小松島小松島 

旭川

八代

勇払

石巻石巻

鈴川

岩沼岩沼

釧路

白老白老
 

 

 

富士

岩国岩国

・富士、岩沼　→　岩国、石巻工場
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・白老工場５号機   （上級紙 47千t/年）

16

生産体制再構築の推進（2）

H15年9月停機予定

・伏木工場３号機  （グラビア紙 17千t/年）

・小松島工場２号機（上級紙 60千t/年）

H17年度：

・更に１２万ｔ/年規模の能力を削減

H16年3月、9月：

・計１３万ｔ/年の能力削減

８０億円

H17年度効果金額

▲３８万ｔ/年
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合併効果の実現（1）

原材料費削減

物流費削減

・グループ調達一元化の推進とサプライヤー集約

・物流体制の地域ブロック別再編

   （北海道・東北・中部・西日本）

・新営業システムの活用、交錯輸送の排除

原価改善

・釧路ＩＰＰ事業

・岩沼ＤＩＰ増設、勿来廃棄物発電

・エネルギー原単位：年1.5%以上削減

H17年度効果金額

・比例費原単位：年１％以上削減

６０億円

１４０億円

３０億円
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合併効果の実現（2）

・有利子負債の削減（金利▲２６億円）

労務費削減

‐近接工場の事務管理部門の運営一元化

金利他

（事務ｾﾝﾀｰ化：「経理・財務」、「人事」、「情報ｼｽﾃﾑ」）

・従業員▲1,000人（正規▲630人・請負▲370人）

（「勇払-旭川-白老」、「石巻-岩沼」、「鈴川-富士」）

‐本社部門の合理化

・一般管理費の削減

６０億円

３５億円

H17年度効果金額

（検討中の追加施策）

※H14末見込対H17末計画

・省力化の推進

・間接部門の合理化
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洋紙販売見通し

非塗工紙

Ｈ１４見込 Ｈ１７計画

塗工紙

新聞用紙
包装紙他

情報用紙 ０.０％

▲２.８％

（数値は平均年率）

０.５％
０.５％

１.６％

国内洋紙販売量は横這い（±０％）
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成長品種の積極的な拡販

顧客密着型営業の強化

・顧客ニーズの先取りと提案型営業活動の強化

販売力の強化

・オーロラコート（塗工印刷用紙）・インクジェット用紙、感熱紙

製品の差別化推進

・ペガサスシリーズ、嵩高シリーズ、オーパー（耐水性合成紙）

新製品の開発

・嵩高新製品、ｳｪｲﾋﾞｰｳｪｲﾋﾞｰ（伸びる紙）
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経常利益

平成17年度計画

（売上高経常利益率） 　（５％）
　９５億円

21

日本大昭和板紙の中期経営計画目標

基本方針　「事業体質の抜本的変革」

（1）事業全体の再構築

今後３年間の需要は横這い‐原紙事業

‐段ボール事業

（2）コストダウンの徹底追求



All Rights Reserved, Copyright (C) 2003 Nippon Unipac Holding 22

段ボール事業の再構築

・亀有工場の閉鎖（20万ﾄﾝ/年）

日本大昭和板紙の事業再構築

・中計期間内に５万ﾄﾝ/年の追加削減

原紙事業の再構築

→ 固定費削減と稼動率の向上

計▲２５万ｔ/年

・段ﾎﾞｰﾙ子会社８社

７８０人体制（▲２４０人）

「日板ﾊﾟｯｹｰｼﾞ」１社に集約
→ 生産拠点の統廃合を実施

・東罐興業との業務提携
    - 地域毎のOEM生産

    - 物流・資材のコスト削減

H17年度効果金額

５５億円

日本大昭和板紙

東北
日本大昭和板紙

東北

芸防芸防

日本大昭和板紙生産子会社

日本大昭和板紙

     関東
日本大昭和板紙

     関東

草加草加

足利足利

日本大昭和板紙

吉永
日本大昭和板紙

吉永

高知高知
亀有工場
（H１５/３閉鎖）

日本大昭和板紙

    西日本
日本大昭和板紙

    西日本
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・原材料価格引き下げ（グループ調達一元化）

コストダウンの徹底追求

・人員削減（東北・芸防の大幅削減）

労務費削減

原価改善・原材料費

・東北廃棄物発電設備の設置（Ｈ15/7稼動予定）

金利他

・吉永パルプ配合（ＤＩＰ他）

・薬品使用量削減

・物流費削減（交錯輸送の排除）

H17年度効果金額

４０億円

２５億円

２０億円
・有利子負債削減

・一般管理費削減
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経常利益
平成17年度計画

（売上高経常利益率） 　（７％）
　４５億円

クレシアの中期経営計画（1）

（2）最適生産体制の構築

（1）ブランド力を活かした商品の差別化

基本方針：

「ブランド価値の増大・事業基盤の強化」
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クレシアの中期経営計画（2）

最適生産体制の構築

・労務費削減（▲100人）

ブランド力を活かした商品の差別化

・「クリネックス」ブランドの最大限活用

開成開成

岩国岩国

東京東京

京都京都
興陽製紙興陽製紙

・抄紙機２台停機（～H16年度）
（約４万ｔ/年の能力削減）

・事業部制導入と業績管理の強化

・プレミアム製品、古紙製品の開発強化

（株）クレシア　生産工場
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経常利益

H17計画
（売上高経常利益率）

　（８％）
４０億円

Fujiシステム（無菌充填）の拡販

人員1,000人体制の確立（▲200人）

新事業への展開、新製品の開発

草加紙パック㈱

三木紙ﾊﾟｯｸ㈱

石岡加工（株）

江川紙ﾊﾟｯｸ㈱

蓮田ﾊﾟｯｹｰｼﾞ（株）

ｴﾇﾋﾟｰﾌｨﾙﾑ（株）

日本紙パックの中期経営計画

・蓮田パッケージの閉鎖 (H15上期中)

Fujiｼｽﾃﾑによる紙ﾊﾟｯｸ製品群
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経常利益

H17計画
（売上高経常利益率）

日本製紙ケミカル・日本製紙木材の中期経営計画

日本製紙ケミカル

・環境対応、成長製品の拡販対策

・新規事業への参画（資源・環境・健康）

・ＤＰ、リグニン事業のコストダウン

日本製紙木材

・物流拠点の整備対策

・資源リサイクル事業への展開

　（１２％）
３０億円

　（２％）
１５億円

・製材品販売の拡大（ＤＩＹ向け等）
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グループ経常利益増減益要因（H14対H17年度）

（億円）

450

300

150

0

H１４見込　380億円

H１７計画 1000億円

経常利益増益

＋６２０億円

金利他

再構築

600

労務費

原価改善

物流費
・

製品構成

償却費

原材料費
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プレゼンテーションの内容

（1）中期経営計画の概要

（3）持続的な利益成長を目指して

（2）主要連結会社の中期経営計画

29
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研究開発力の強化

商品開発力の強化と多角化商品の開発

コストダウン技術の向上

原材料技術の確立
・ユーカリ精英樹クローン植林等

・嵩高技術の応用、ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄ用紙の開発強化

商品開発

ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ原材料

知的財産の
獲得・活用

国際競争力の強化

－低成長・国際化における競争力の源泉

・填料自製化技術の向上、展開

・日本紙パック、クレシアの新製品開発

・中性新聞用紙の開発
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原材料の安定確保 －国際コスト優位性

南ｱﾌﾘｶ
4.2千ha
（ｱｶｼｱ他）

3-5万BDT/年
を出材中

チリ
13.5千ha
（ユーカリ）

2003年
17万BDT/年

海外主要植林地

海外主要パルプ生産拠点

カナダ(DMI)
・ﾋﾟｰｽﾘﾊﾞｰ工場
NBKP:10万ADT/年
LBKP:35万ADT/年
・ｶﾘﾌﾞｰﾊﾟﾙﾌﾟｱﾝﾄﾞﾍﾟｰﾊﾟｰ
NBKP:17万ADT/年

インドネシア

LBKP:43万ADT/年

(PT TEL)

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
59.0千ha
（ユーカリ）

2006年
輸出開始

・古紙原料の優位調達

日本国内

・廃棄物燃料の積極利用
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海外紙・板紙生産－地域別戦略

ｱｼﾞｱ 市場の拡大と将来展開への基盤構築
・現地営業機能の拡大と情報収集体制の強化

・上海地区板紙事業の拡大

欧州 商品開発の強化と新規市場への展開
・欧州感熱紙事業（ＪＴＯＹ）の強化

・技術主導型製品（情報用紙等）事業の拡大

北米

・ﾉｰﾊﾟｯｸ､ﾎﾟｰﾄｱﾝｼﾞｪﾙｽ工場のｼﾅｼﾞｰ対策検討

販売力の強化・ｺｽﾄﾀﾞｳﾝの推進
・新製品の開発強化

海外生産拠点
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中期経営計画（H15～H17年度）
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次なるステージへの “Move  UP ”

世界的一流企業の構築

H18年度～

 500

経常利益（億円）

1000

前倒し実施を目指し
コストダウンを加速

低リスクで高利益成長

本格的海外進出

  (M&A,事業提携等を含む)

スクラップ＆ビルドの実施

企業体質を盤石にして次なる飛躍へ
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当資料に記載されている見通しに関する
内容については、種々の前提に基づいた
ものであり、記載された将来の計画数値、
施策の実現を確約したり、保証するもの
ではありません。

㈱日本ユニパックホールディング

見通しに関する注意事項


